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(1)ADRによる紛争解決の利点
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裁判外紛争処理手続 （ADR）とは

調停: 調停は、当事者の合意に基づいて、中立的な第三者である調停人
の仲介により、当事者双方の利益に沿った和解の成立を目指す非拘束的な
手続である。調停人が強制力を伴った判断を下すことはなく、和解合意書
は契約としての法的拘束力をもつ。調停手続は、裁判手続や合意に基づく
仲裁手続の併用を妨げるものではない。

仲裁: 仲裁は、当事者の合意により、選任された単独または複数の仲裁
人に紛争解決を委ねる手続である。当事者双方の権利義務について仲裁廷
が下す仲裁判断には拘束力と最終性 (上訴なし) があり、国際的に執行が
可能である。仲裁では、通常、終結後に裁判手続に進むことはできない。

専門家による決定: 専門家による決定は、当事者の合意により、特定の
付託事項 (例えば技術的な論点など)についての判断を単独または複数の
専門家の決定に委ねる手続である。 当事者が異なる合意をしない限り、
この決定は拘束力をもつ。

※ADR = Alternative Dispute Resolution 
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出典: 技術取引における紛争処理に関する国際調査 (WIPO)

時間と費用:  ADRと裁判手続の比較

Low High
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紛争処理条項における優先事項 上位10項目

出典: 技術取引における紛争処理に関する国際調査 (WIPO)
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ADRを検討すべき理由

知的財産紛争の裁判による処理は多額の費用がかかる

効率のよい紛争処理手段のニーズ

知的財産の創造と使用の国際化が進んでいる

国境を越えた解決策と単一手続へのニーズ

ニューヨーク条約に基づく仲裁判断の執行

知的財産は技術性・専門性が高い

専門知識を備えた中立者へのニーズ

知的財産は寿命や市場サイクルが短い

迅速な手続へのニーズ

知的財産は機密性が高い

秘密を保持できる手続へのニーズ

知的財産の創造と商業化には複数の関係者が関わることが多い

関係を損なわずに紛争を解決できる仕組みへのニーズ
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(2)WIPO仲裁調停センターにおけるADR
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WIPO仲裁調停センター

知的財産・技術に関する商事紛争の裁判外紛争処理手続 (ADR) 
による解決を目指す当事者を支援

オフィスはスイスのジュネーブとシンガポールに所在

利用者は世界中に所在

知的財産・技術分野で経験豊富な調停人、仲裁人、専門家を擁
する専門のADR機関

利用しやすい手数料

国際的な中立性

調停、(簡易)仲裁、専門家による決定、ドメイン名紛争処理な
どのサービスを提供



契約条項からADR 終結までの流れ

簡易仲裁 仲裁

WIPO推奨契約条項/ 
付託合意

専門家による
決定

決定

(協議)

調停

仲裁判断和解

当事者の合意

結果

手続

第一段階
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WIPOによるADRの合意

WIPO規則に基づくADR契約条項

WIPO推奨契約条項 自動生成ツール

WIPO規則に基づくADR付託合意

一方当事者による一方的なWIPO調停申立て

WIPOが推奨するADR契約条項と付託合意は
WIPOホームページ上に掲載

日本語版の提供あり

当事者は場所、言語、準拠法を選択可能
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WIPO推奨紛争処理契約条項: 
簡易仲裁併用調停条項

「本契約および本契約の今後の改訂の下で、あるいはこれらに起因ないし関連して生ずる、あらゆる

紛争、論争ないし請求（契約の成立、効力、拘束力、解釈、履行、違反、解除、ならびに契約外の請

求を含み、これらに限定されない）は、WIPO調停規則による調停に付託されるものとする。調停

地は［場所を記述］とする。また、調停において使用される言語は［言語を記述］とする。」

「当該紛争、論争ないし請求が調停開始後［60］［90］日間の調停の結果として解決に至らない場

合、かつその限りにおいて、いずれか一方の当事者が仲裁申立書を提出することにより、当該紛争、

論争ないし請求はWIPO簡易仲裁規則による仲裁に付託され、かつその仲裁によって最終的に解決

されるものとする。また、上記の［60］［90］日の期間満了以前であっても、一方当事者が当初よ

り、あるいは途中から調停に参加しない場合、当該紛争、論争ないし請求は、相手方当事者が仲裁申

立書を提出することによりWIPO簡易仲裁規則による仲裁に付託され、かつその仲裁によって最終的

に解決されるものとする。仲裁地は［場所を記述］とする。仲裁手続において使用される言語は［言

語を記述］とする。紛争、論争ないし請求は［法域を記述］の法律に従い決定されるものとする。」

WIPO推奨紛争処理契約条項（英語）：https://www.wipo.int/amc/en/clauses

WIPO推奨紛争処理契約条項（日本語）：https://www.wipo.int/amc/ja/clauses/index.html
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https://www.wipo.int/amc/en/clauses
https://www.wipo.int/amc/ja/clauses/index.html
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WIPO推奨契約条項 自動生成ツール

https://www.wipo.int/amc-apps/clause-generator/



• 調停の手続は当事者の合意に従って実施

• 調停の手続にかかる当事者の合意がない場合には、調停人がWIPO調停規則に基づいて手続を決定

• 以下は、典型的な調停の流れ

WIPO 調停

調停申立て

調停人の選任

調停人と当事者との初会合

調停期日

調停手続の終結

14

WIPO調停の流れ



•主張書面の交換は1回
• 短期間の期限設定
• 単独の仲裁人
• 短い審問
• 固定の手数料

WIPO 簡易仲裁

仲裁申立て・請求陳述書

申立てへの答弁・防御陳述書

仲裁人の選任

審問

審理の終結

仲裁判断

WIPO 仲裁

仲裁申立て

申立てへの答弁

仲裁人の選任

請求陳述書

防御陳述書

審問

審理の終結

仲裁判断

更なる書面・証人陳述書
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WIPO仲裁・簡易仲裁の流れ
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WIPO仲裁調停センターの役割

事件管理

WIPOのADR規則に基づく管理

WIPO eADR – 安全なオンライン事件管理プラット
フォーム（任意）

最新鋭のビデオ会議設備

Good Officesサービス

WIPO ADRの利用を検討している当事者に対する
手続の案内・情報提供・サポート

調停人・仲裁人・専門家の選任支援と手数料交渉

2,000人を超える世界各地のWIPO中立者

知的財産とITの専門性
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WIPO電子手続 (ECAF)

シンプル・安全・場所に関わらず何時でも利用可能・オプショナル
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WIPOのADR事件の統計： 法分野

• 国内紛争(25％)

国際紛争(75%)

• 仲裁地・調停地は世界中

• 係争金額は 1万5,000米ドル
から10億米ドル
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WIPOのADR事件の統計：当事者

当事者の種類 当事者の所在地



WIPOのADR事件の統計： 一般的な期間と費用

注：選任された中立者の手数料が大部分であり、当事者の弁護士費用は除外している。

期間（月） 費用（米ドル）

WIPO調停 WIPO調停WIPO簡易仲裁 WIPO簡易仲裁WIPO仲裁 WIPO仲裁
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WIPO手数料計算ツール

www.wipo.int/amc/en/calculator



手数料割引

当事者の一方又は両方が以下のいずれかの場合には、WIPO調停仲裁セン
ターへの手数料の25％割引

公開済みのPCT出願（特許）の出願者又は発明者

ハーグ制度（意匠）、又は、マドリッド制度（商標）に基づく国際登
録の所有者

WIPO GREENにおいて、技術提供者、又は、技術を求める者

中小企業（SME）（従業者250人未満の企業）
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FRAND紛争でのWIPO ADRの利用

標準必須特許（SEP）に関し、標準化団体は一般的に
FRAND（公正、妥当且つ非差別的）の条件でライセン
スすることを求める

FRAND関係で当事者間に紛争が生じた場合には、訴訟
の他にADRの利用が有効

WIPOのADRも利用可能

WIPO FRAND ADRガイド

FRAND紛争のための調停・仲裁などの付託契約の
モデルを公開
https://www.wipo.int/amc/en/center/specific-
sectors/ict/frand/
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https://www.wipo.int/amc/en/center/specific-sectors/ict/frand/
https://www.wipo.int/amc/en/center/specific-sectors/ict/frand/
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(3)WIPOにおける仲裁・調停の事例紹介
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WIPO調停の事例： IT紛争
欧州の航空会社と米国のソフトウェア企業は、航空券販売を管理する ためのグロー
バル・プラットフォームに関する契約を締結した。

関連のプロフェッショナル・サービス契約では、ソフトウェア企業が 納品後にサ
ポート・サービスを提供することが約された。

WIPO簡易仲裁併用調停条項が定められた。

ソフトウェア企業はアプリケーションを期限までに納品し、航空会社 は数百万米ド
ルを支払った。

その後、意見の不一致が重なり、航空会社は契約を解除した。

対し、ソフトウェア企業はソフトウェアの返還を要求した。

航空会社は調停を申し立て、WIPOがIT契約に関する経験が豊富な調停人の選任につき
当事者をサポートした。

電話会議による準備会合とロンドンでの調停期日(1日)を経て、当事者は新たなライセ
ンス契約を締結し、申立てから3ヶ月で解決した。
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WIPO調停の事例： 特許（建築材料）

当事者：欧州の研究機関 ー フランス企業

欧州特許庁に出願されている建築材料分野の技術に関するライセンス契約を締結。契約
には、WIPOの調停とその後の裁判を規定する複数階層の紛争解決条項を規定。

契約締結から３年後、フランス企業は、欧州特許出願が却下となったことに鑑み、ライ
センス契約の無効を主張し、ロイヤルティ支払いの返還を要求。

欧州の研究機関はロイヤルティ支払いを求めて、調停手続きを開始。

当事者の求めにより、調停経験豊富で、ライセンス契約作成経験を有し、特許法を専門
とする調停人（１人）が選定された。

調停人は当事者間と電話会議で準備を進めるとともに、当事者間のコミュニケーション
回復のための夕食会も開催。その後、ドイツのミュンヘンで１日の調停セッション実施。

調停セッションでは和解契約を締結。この和解契約には、特許出願に関する今後の判断
に基づいてライセンス契約の変更やロイヤルティの支払いを行うオプションや、当事者
間で研究開発契約を締結するオプションを追加。

調停は開始から3ヶ月足らずで和解し、当事者間の協力関係の拡大も可能とした。
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WIPO調停の事例： 商標（消費財分野）

当事者：マレーシア企業 － シンガポール企業

シンガポール知的財産庁（IPOS）において多数の商標の無効審判手続きの
係属中に、WIPOに調停申し立て。

調停人は、WIPO仲裁調停センターの無料のビデオ会議施設を利用し、2つ
の言語で調停を実施。

1日の調停セッションの後、当事者は紛争をWIPO調停に依頼してからわず
か3週間で紛争を解決し、和解契約を締結。
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WIPO仲裁の事例：特許（ライフサイエンス） (1/2)

米国とアジアの当事者

米国と欧州の特許

米国と欧州における従前の訴訟における和解契約

WIPO仲裁条項:

仲裁廷（第一審）：米国特許については米国の単独仲裁人が管轄
を有し、欧州特許については 欧州の単独仲裁人が管轄を有する

仲裁廷（控訴審）：3名の仲裁人からなる仲裁廷

仲裁地：ニューヨーク

準拠法：ニューヨーク州法
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係争額は6億米ドル

当事者の代理人は以下につき合意した。

WIPO電子手続（ECAF）の利用

手続のタイム・テーブル

文書開示（ディスカバリー）の範囲

秘密保護命令

米国と欧州の特許の予備的クレーム解釈

審問のスケジュール

仲裁手続は、ライフサイエンス特許に関する経験豊富なWIPO仲裁
人の選任後、18か月で終結した。

WIPO仲裁の事例：特許（ライフサイエンス） (2/2)
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WIPO仲裁の事例：技術ライセンス、商標

当事者：米国企業（ライセンシー） － ドイツ企業（ライセンサー）

ライセンス製品を製造、使用、販売するための技術ライセンス契約を締結。契約は仲裁
条項を含み、ヨーロッパのある国の国内法を適用すると規定。

契約締結から数年後、ドイツ企業は、ライセンスの地理的範囲の違反、商標権の侵害、
米国企業（ライセンシー）による企業秘密規定の違反を主張して契約を解除し、仲裁申
し立て。

当事者とWIPO仲裁調停センターの協議の後、3名のメンバーからなる仲裁廷を任命。

審理中、原告（ドイツ企業）は、被告（米国企業）の反訴に関して、仲裁廷の管轄権に
異議を唱えたが、この問題は、中間的仲裁判断（interim award）として仲裁廷によっ
て判断されました。

提出書類の交換に続いて、仲裁廷はジュネーブで3日間の審理を行い、最終裁定を下して、
被告（米国企業）に紛争に係る商標の使用を控えるとともに、原告（ドイツ企業）に補
償と損害賠償を支払うよう命じた。
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(４)WIPOのドメイン名紛争処理
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ドメイン名紛争統一処理方針 (UDRP)

法廷裁判に比べて大幅な時間短縮とコスト節減

平均2ヶ月

定額料金設定 ($1,500) (米ドル)

電子手続による申立て (ペーパーレス) 

実績:  110,000以上のドメイン名に関する65,000件以上の事件取扱い

178カ国からの当事者

多言語に対応した事件事務手続管理

当事者向けの主なWIPOオンライン リソース

WIPO Jurisprudential Overview of Selected UDRP Questions 
(UDRPの論点に関する見解) 

WIPO Legal Index of UDRP Decisions 
(UDRP裁定集)

ドメイン名不法占拠 (サイバースクワッティング)に
対処するための商標権者向けWIPOサービス
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WIPO ドメイン名事件 – 申立ての多い上位10分野

銀行・金融

小売

ファッション

バイオテクノロジー・医薬品

インターネット・IT

食料品・飲料・飲食店

娯楽

重工業・機械

エレクトロニクス

ホテル・旅館・旅行
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(５)WIPO ADRに関する詳細情報
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WIPO ADRに関する情報
お問い合わせ、事件申立て:  arbiter.mail@wipo.int

WIPO ADRの概要（「WIPO ADR による知的財産・技術紛争解決」）
https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_799_2016.pdf

WIPO 推奨紛争処理契約条項

www.wipo.int/amc/en/clauses/
www.wipo.int/amc/ja/clauses/ (日本語版)

WIPO規則:www.wipo.int/amc/en/rules
www.wipo.int/amc/ja/rules/ (日本語版)

WIPO調停ガイドブック(日本語版)
 https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_449_2018.pdf

WIPO仲裁ガイドブック(日本語版)
https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_919_2020.pdf

WIPO仲裁・調停人と事例について:  www.wipo.int/amc

ニュースレター購読: WIPO ADR Highlights Newsletter 
www.wipo.int/newsletters-archive/en/adr_highlights.html

mailto:arbiter.mail@wipo.int
https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_799_2016.pdf
http://www.wipo.int/amc/en/clauses/
http://www.wipo.int/amc/ja/clauses/
http://www.wipo.int/amc/en/rules
http://www.wipo.int/amc/ja/rules/
https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_449_2018.pdf
https://www.wipo.int/edocs/pubdocs/ja/wipo_pub_919_2020.pdf
http://www.wipo.int/amc
http://www.wipo.int/newsletters-archive/en/adr_highlights.html


WIPOの裁判外紛争処理サービス（ADR）

WIPO GREEN

その他のWIPO施策
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WIPO GREEN とは
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❑環境技術の提供者と、環境技術を必要とする者とを引き合わせる場を提供

❑どの企業・大学・機関・団体などでも無料で参加が可能

❑世界中から集められた環境技術及びニーズの情報を収録したデータベースをはじ
めとして、促進プロジェクト、専門家データベースなども有する

❑知財部が主導権を取ってSDGsへの貢献（地球温暖化などの環境問題の解決）

❑実際のライセンスなどの交渉は当事者同士に委ねられる

WIPOが運営する、環境技術の技術移転を促すための

グローバルプラットフォーム

ウェブサイト：https://www3.wipo.int/wipogreen/en/

https://www3.wipo.int/wipogreen/en/


WIPO GREEN データベース
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https://www3.wipo.int/wipogreen-database/

※2023年8月現在

世界中から以下の情報が収録
され、検索可能：

❑ 12.8万件以上の環境技術
うち、ユーザーによる登録は3,300件程度

❑ 約400のニーズ

https://www3.wipo.int/wipogreen-database/


WIPO GREEN データベース

39

関心のある技術やニーズについては、コンタクトを取ることが可能※

※PATENTSCOPEからの抽出データについて
は、データベース上でのコンタクト不可



WIPO GREEN データベース
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どの機関の方でも、無料で、環境技術やニーズの情報を登録することが可能



WIPO GREEN データベース
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環境技術やニーズの登録方法の詳細は、ユーザーガイド（日本語版）をご覧ください

https://www3.wipo.int/wipogreen/docs/ja/database-manual.pdf

https://www3.wipo.int/wipogreen/docs/ja/database-manual.pdf


WIPO GREEN データベース
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日本の企業などからも、既に

多くの環境技術の情報が登録

※2023年7月時点。ユーザーによって登録された技術データ数を算出。

機関名 技術登録数

富士通株式会社 416

株式会社豊田自動織機 79

キヤノン株式会社 59

株式会社リコー 54

コニカミノルタ株式会社 37

東京大学 33

住友大阪セメント株式会社 32

株式会社富士通ゼネラル 26

株式会社カネカ 24

boost technologies株式会社 14



その他の収録データ
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❑ 世界中から300人以上の専門家が登録

❑ エンジニアリング、技術認定、ビジネスサービス（法

務、融資、知財など）などを提供

❑ 自らのサービスも、無料で登録し、宣伝することがで

きる。

WIPO GREENを通じたマッチングを支援する専門家（Expert）

❑ WIPOや各国知財庁等が出版した環境関連分野の各種報

告書40点以上が収録

❑ 知財統計分析や技術集など。

GREEN分野の各種報告書（Knowledge material）



マッチングを進める促進プロジェクト
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対象とする地域や技術分野を
設定して開催

❑技術提供者、技術希望者
などが実際に集まって
マッチングを進めるイベ
ント

❑現地の環境技術へのニー
ズ調査

https://www3.wipo.int/wipogreen/en/projects/

開催年 対象地域と技術

2015年
インドネシア、フィリピン、ベトナムを対象として、排水処理技

術について

2016年 東アフリカを対象として、水と農業に必要な環境技術について

2017年 水分野の環境技術について

2018年
カンボジア、インドネシア、フィリピンを対象として、空気、農

業、エネルギー、水関連の環境技術について

2019年-
ラテンアメリカを対象として、気候変動対応型スマート農業につ

いて

2021年- インドネシアのパーム油廃棄物の価値向上策について

2022年- 中国の都市におけるグリーンイノベーション

https://www3.wipo.int/wipogreen/en/projects/


マッチングを助ける専門家データベース
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https://www3.wipo.int/wipogreen-expertsdatabase/search

❑ 世界中から400人以上の専門家が登録

❑ エンジニアリング、技術認定、ビジネスサービス（法務、融資、知財など）などを提供

❑ 自らのサービスも、無料で登録し、宣伝することができる。

削除

https://www3.wipo.int/wipogreen-expertsdatabase/search


成功事例
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WIPO GREENが主催した2017年のInnovate 4 Waterで、CuboとSusteqが出会う

ポルトガルのCubo Environmental Technologies (Cubo)は、コンパクトなモジュール式の
コンテナに入った水処理技術及び配水技術を有する

➢ これにより発展途上国の人口が少なく配水インフラのない地域にも安全な飲料水を供給できる

➢ しかし「エンドユーザーに水を届けるための統合された決済／集金システムを提供できるパー
トナーを見つける」という課題有り

オランダのSusteqは、一方で、ウォーター・サーバーおよび決済機能を持った端末を持っていた

➢ Innovate 4 Water の後、CuboとSusteq は、 Cuboの水処
理・配水システムとSusteqの端末を統合する合意をまとめる

➢ ケニアおよびナイジェリアで安全な飲み水を供給するために、
Cuboの水処理・配水技術とSusteqの端末の技術を導入するプ
ロジェクトへ発展 WIPO GREEN Matchmaking Impact Stories:

https://www.wipo.int/publications/en/details.jsp?id=4359

P
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https://www.wipo.int/publications/en/details.jsp?id=4359


成功事例

資生堂は「WIPO GREEN」データベースに掲載している技術を、東洋大学のSDGs関連の学生プ
ロジェクトにライセンス締結。OEM製造や商品企画のサポートが得られたことで、企画・開発が
加速化。

大学周辺地域である群馬県館林市の名産物「ボイセンベリー」の抽出エキスを当該化粧品に配合
することで地域活性にも貢献。製造時のCO2排出量削減のみならず、外装材料も環境負荷低減に。

資生堂プレスリリース(2022年3月)
https://corp.shiseido.com/jp/news/detail.html?n=00000000003355

開発商品：ハンドセラム「BOISEN」

写真提供：東洋大学

卒業式での配布風景

写真提供：東洋大学

47

https://corp.shiseido.com/jp/news/detail.html?n=00000000003355


WIPO GREEN パートナー
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❑WIPO GREENの戦略などについて議論するWIPO GREEN諮問会議への参加

❑WIPO GREENのホームページにあるパートナーリストへ掲載

❑世界から152*の機関・団体がパートナーとして参加

※2023年7月21日現在



WIPO GREENパートナー
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日本からのWIPO GREENパートナー参加は、50機関・団体で世界一

政府機関 経済産業省九州経済産業局、特許庁

企業

味の素、アスタミューゼ、アドイン研究所、貝印、鹿島建設、キヤノ
ン、Global Mobility Service、コニカミノルタ、GSアライアンス、資
生堂、ジャパンブルーエナジー、住友大阪セメント、住友電気工業、
ダイキン、ダイセル、帝人、デンカ、東洋アルミエコープロダクツ、
Tokkyo.Ai、トヨタ自動車、豊田自動織機、日本軽金属、パナソニッ
ク、ピクシーダストテクノロジーズ、日立製作所、日之出産業、富士
通、古河電工、本田技研工業、三菱電機、明電舎、LIXIL、リコー

団体 Team E-Kansai、日本知的財産協会、日本弁理士会

大学・研究所
大阪大学、九州大学、東海国立大学機構、東京工業大学オープンイノ
ベーション機構、東京大学、東北大学、北海道大学、明治大学高分子
科学研究所、山形大学、早稲田大学環境総合研究センター

その他
正林国際特許商標事務所、発明推進協会アジア太平洋工業所有権セン
ター

※2023年7月現在、五十音順



WIPO GREENパートナー
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❑日本国特許庁（JPO）がWIPO 

GREENパートナー参加

（2020年2月）

❑アジア太平洋地域の知財庁としての

参加は初

❑ JPOウェブサイト内に「WIPO 

GREENとの協力」に関するページを

設置し、日本のパートナーの活動の

一部を紹介している。
日本国特許庁ウェブサイト「WIPO GREENとの協力」

https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/wipo/green.html

https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/wipo/green.html
https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/wipo/green.html
https://www.jpo.go.jp/news/kokusai/wipo/green.html


WIPO GREENパートナー
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澤井日本事務所長（写真左）、石橋九州大学総長（写真右）

❑アカデミアからの参加が進展

❑ 2020年12月以降、国立大学法人東海

国立大学機構、山形大学、東北大学、

東京大学、東京工業大学オープンイノ

ベーション機構が相次いでパートナー

に参画

❑ 2022年2月には九州大学、2022年4月

には大阪大学、北海道大学がパート

ナー加盟



WIPO GREENパートナー
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❑ 2023年6月、WIPO日本事務所は、日本国特許庁、ならびに、一般社団法人日本知的財産協会

（JIPA）の後援の下、WIPO GREEN パートナーネットワーキングイベントを初めて開催。

❑ WIPO GREENを通じた環境技術のオープンイノベーションの活性化に向けた議論、パートナー間

の情報共有を促進。

WIPOグローバルチャレンジ部 Dietterich部長によるビデオ講演
会場全体の様子

本イベントの開催にあたっては、FIT/日本産業財産グローバルファンドによる支援を受けています。



その他のWIPO GREEN関連施策
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❑ 2022年より発行開始したWIPOの出版物。環境技術の現状を概観するとともに多くの技術を掲載。

❑ 初版（2022年版）のテーマは気候変動等への「適応」。第2版（2023年版）のテーマは「緩和」を予定。

GREEN Technology Book

❑ 各国の知的財産庁（IPO）がSDGsを実現するための政策やプログラムに関する経験・知見を共有。

❑ ウェビナーシリーズを開催する他、ウェブサイトにおいて各国が展開する環境分野のイノベーションを促進

するための各種施策や取組が紹介、イベント情報等が掲載

IPO GREEN

❑ 2020年より始まった環境分野の女性発明家や起業家のインタビューシリーズ

❑ いかにビジネスを発展させ、環境にやさしい技術を開発し、イノベーションを起こしてきたかについて、記事

として紹介

Women in GREEN



WIPOの裁判外紛争処理サービス（ADR）
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その他のWIPO施策
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IP Advantageとは

1

❑世界中から300件以上の知財活用事例を収録

❑WIPO日本事務所が新たな事例の追加や事例の更新などを担当

❑知財が実際にどのように活用され、事業展開に貢献しているかを示す

WIPOが運営する、知財活用事例のデータベース

ウェブサイト：

https://www.wipo.int/ipadvantage/en/

https://www.wipo.int/ipadvantage/en/


収録事例①

2

オムロン ヘルスケア株式会社

❑血圧計を中心にネブライザ、体温計、低周波治療器、体重体組成計などの家
庭用・医療用健康機器の開発・販売

❑健康管理ソフトウェアの開発・販売、健康増進サービス事業の展開

❑女性発明者を含む特許出願の割合が高い

出典：https://www.wipo.int/ipadvantage/en/details.jsp?id=12715

https://www.wipo.int/ipadvantage/en/details.jsp?id=12715


収録事例②
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The Kindling Cracker™: Splitting Firewood the Safe Way

❑安全に丸太を割って焚き付けを作る発明

❑ PCT出願（PCT/NZ2013/000239、日米欧中豪加、ニュージーランド、     
南アフリカへ国内以降）

❑ニュージーランド、日米欧中豪加で商標権

出典：https://www.wipo.int/ipadvantage/en/details.jsp?id=11432

https://www.wipo.int/ipadvantage/en/details.jsp?id=11432
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CLAUDIA CERRI OF TURCOYZZ REHEARSING AT FORUM MEYRIN, GENEVA. PHOTOGRAPHY © MARK 

HENLEY/FLUX FOUNDATION FROM THE SERIES 'CULTURE PHANTOM

【著作権】WIPO for Creators

❑WIPOとMusic Rights 
Awareness Foundationに
よる官民パートナーシップ

❑世界中のクリエイターが知
的財産に関する知識と意識
を高め、公正な報酬を得ら
れるようにすることを支援

❑ 2020年設立
https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2020/news_0054.html

https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2021/news_0025.html

https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2023/news_0017.html

https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2020/news_0054.html
https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2021/news_0025.html
https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2023/news_0017.html
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【著作権】Accessible Books Consortium (ABC)

❑WIPOが主導する官民パートナーシップ

❑マラケシュ条約*の目的の実施を支援

❑目の不自由な人、視力の弱い人、またはその他の方法で印刷に対応できない
人が利用できる、アクセシブルな形式（点字、音声、電子テキスト、大活字
など）の本を世界中で増やすことが目的

❑ 2014年設立

❑ ABC Global Book Service、アクセシブルな出版、アクセシブルな本を提供
する各国のウェブサイトのリストなどを提供

*盲人，視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行された著作物を利用する機会を促進す
るためのマラケシュ条約。2013年6月採択。日本では2018年に条約締結、2019年1月1日から効力発
生。

ABC: https://www.accessiblebooksconsortium.org/portal/en/index.html

https://www.accessiblebooksconsortium.org/portal/en/index.html
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WIPOのSME関連施策
❑ 知財診断ツール「WIPO IP Diagnostic」 

https://www.wipo.int/ipdiagnostics-assessment/?lang=jp

日本語でのアクセスも可能

①10分野に関する導入質問に回答

②導入質問への回答に基づき、さらに詳細な質問が設けられている

（回答結果に応じて、次の質問に進む構成）

③一般的な留意事項や関連情報を簡潔にまとめた10分野の診断結果レポートにアクセス

❑ スタートアップ向けの知財ガイド「Enterprising Ideas」

https://www.wipo.int/publications/en/details.jsp?id=4545

テーマ

・イノベーションを保護する   ・市場における商品の差別化

  ・国際市場への参入  ・その他の知財活用方法

  ・リスク管理   ・知財データーベースの利用

  ・知財監査   ・ケーススタディー

https://www.wipo.int/ipdiagnostics-assessment/?lang=jp
https://www.wipo.int/publications/en/details.jsp?id=4545
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WIPOのSME関連施策
❑ 知財金融に関する取り組み

特に近年の無形資産を活用した経済成長への期待

中小企業やスタートアップが更に無形資産を活用した融資によって成長する可能性

各国の知財金融報告書を公開

シンガポール（日本語版あり）https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2022/news_0011.html

日本報告書公開に先立ったイベント

https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2022/news_0026.html

今後も長期的な様々なレベルでの対話を推進

https://www.wipo.int/sme/en/news/2022/news_0013.html

https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2022/news_0011.html
https://www.wipo.int/about-wipo/ja/offices/japan/news/2022/news_0026.html
https://www.wipo.int/sme/en/news/2022/news_0013.html


8
日本語ウェブサイト：https://www.wipo.int/global-awards/ja/index.html

❑ 知的財産を活用して国内外に影響を与える優れた企業や個人を表彰する新たなプログラムを開始

❑ 受賞者には、国際的なプロモーションや認知度の向上、授賞式への出席とトロフィーの授与、知的財産の商
業化に向けたメンターシップ・プログラムなどの特典

❑ 記念すべき第1回目の2022年は日本企業も受賞

WIPO Global Award

https://www.wipo.int/global-awards/ja/index.html
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世界知的財産の日 2023
女性と知財―イノベーションと

創造性を加速する力

❑特許庁長官 来賓挨拶

❑各界のキーパーソンによる基調講演

❑動画上映

❑パネルディスカッション

https://www.wipo.int/meetings/ja/2023/wjo_ipday.html

https://www.wipo.int/meetings/ja/2023/wjo_ipday.html
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WIPOの知財・経済分析報告書

グローバル・イノベーション・インデックス

（Global Innovation Index: GII）

81種類の指標を用いて世界132の経済圏（国・地域）の
イノベーション能力とパフォーマンスを評価した指標。

世界知的財産指標

（World Intellectual Property Indicators: WIPI）

各国特許庁、広域特許庁、WIPO、世界銀行から集められたデータ
を利用し、世界中の知的財産に関わる指標を集めた年次報告書。
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WIPOの知財・経済分析報告書

世界知的財産報告書

（World Intellectual Property Report: WIPR）

市場経済におけるイノベーションの役割について新たな知見
を政策決定者などに提供することを目的とした隔年発行の報
告書。

WIPOテクノロジー・トレンド

（WIPO Technology Trends: WITT）

特定の技術の発展動向を特許文献や学術論文を基に分析する報
告書。これまで、人工知能（2019年）、支援機器（2021年）
をテーマとした報告書を発行。



WIPO日本事務所（www.wipo.int/japan）

WIPO制度・データベースなどについて、気軽にお問い合わせください
（ホームページにはお問い合わせフォームもございます）

❑ TEL:03-5532-5027（PCT, ハーグ関係）
 03-5532-5030（マドプロ関係, その他）

❑ E-Mail: japan.office@wipo.int

❑WIPO日本事務所公式Twitterアカウント（＠WipoJapanOffice）

https://twitter.com/WipoJapanOffice

ありがとうございました

12

WIPO日本事務所 公式Twitter

http://www.wipo.int/japan
mailto:japan.office@wipo.int
https://twitter.com/WipoJapanOffice
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